　事務連絡
令和６年３月６日
   建　設　業　者　各　位
契約検査課長　　
令和６年３月の公共工事設計労務単価等の改定に伴う
工事請負契約書第２５条第６項の適用について（通知）
令和６年３月から適用しております公共工事設計労務単価等の改定に伴う賃金等の急激な変動に対処するため、工事請負契約書第２５条第６項（以下、「インフレスライド条項」という。）の運用基準について、下記のとおり取り扱うこととしますのでお知らせします。
記

１　インフレスライド条項の運用の内容

２に定める工事等の受注者は、インフレスライド条項の規定により、発注者に対し、労務単価及び資材単価の変動による請負代金額の変更の協議を請求することができるものとする。

２　適用対象工事

インフレスライド条項の適用対象工事は、次の全てを満足している工事とする。

（１）令和６年２月２９日以前に契約を締結している工事であること。

（２）基準日において、残工期が２ヶ月以上あること。

（３）基準日において、残工事の請負代金額の単価変動による増額が、残工事の請負代金額の
１００分の１に相当する金額を超えていること。

　※なお、手続き等の詳細は、別紙「工事請負契約書第２５条第６項（インフレスライド条項）
の運用について」のとおり。
